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る。 
 管理会計研究の実践からの乖離への問題が指摘されてから久しいが(Johnson and 



























な知」の 3 つに分類し議論を行う。 
 
 2.1 管理会計研究における「大きい話」 
 個別の実務家にとって，自身が経験した管理会計の実践が，産業全体や他産業を含めた

































である(沼上, 2000; 栗木, 2008; 楠木, 2009)。つまり，法則定立が不可能な状況では，「大







析することとなり，結果として「他の条件が一定であれば(all other things being equal)，














































 2.2 管理会計研究における「近い話」 
 ケーススタディとも呼ばれる事例研究は，インタビューや参与観察のような質的な方法
だけではなく，アンケートやアーカイバルデータの量的な方法4によっても実施される。ま
















チ (innovation action research: Kaplan, 1998)，構築的方法 (constructive approach: 
Kasanen et al. 1993)，あるいは介入者研究(interventionist research: Jonsson and Lukka, 
                                                                                                                                
り，意識の混乱が始まる」とも述べられている(奈須, 2004, p.30)。 
4 管理会計研究の分野では，個別事例研究において量的な方法を採用することは，Anderson and Widener 
(2007)によって「量的フィールドリサーチ(Quantitative Field Research)」として詳細に議論されている。 










































































表 1 管理会計研究が実務家に提供する知の類型 
    大きい話             近い話            






















































 3.1 分析事例の選択 
 ここでは，製品原価項目の決定問題を取り上げる。原価計算基準の制約を相対的に受け
にくい非上場企業では，製品原価に算入する項目と期間費用として扱う項目の選択に比較
的自由度が与えられている。実際，2008 年の 2 月に，表 2 のように阪神間の 100 人以上の
工場・事業所を対象に実施した郵送質問票調査の結果，算入項目については図 1 のような
結果が得られた。 










表 2 送付・回答企業の産業別内訳 
産業分類 送付数 (%) 有効数 (%) 
食品・タバコ 88 (22.1) 25 (25.8) 
繊維・衣服 12 (3.0) 4 (4.1) 
金属製品 35 (8.8) 7 (7.2) 
一般機械 50 (12.5) 16 (16.5) 
パルプ・紙 14 (3.5) 0 (0) 
化学 40 (10.0) 8 (8.2) 
医薬品 11 (2.8) 0 (0) 
ゴム製品 8 (2.0) 3 (3.1) 
鉄鋼 12 (3.0) 6 (6.2) 
ガラス・土石製品 16 (4.0) 3 (3.1) 
非鉄金属 12 (3.0) 4 (4.1) 
電気機器 36 (9.0) 8 (8.2) 
輸送用機器 33 (8.3) 5 (5.2) 
精密機器 12 (3.0) 2 (2.1) 
その他 20 (5.0) 6 (6.2) 
合計 399 (100%) 97 (100%) 
適合度検定は，χ2 = 19.911, 自由度 = 14, Pr >χ2 = 0.133。産業別の非回答バイアスはないといえる。 
 
 





- 10 - 
 
図 1 項目別の製品原価への参入割合 
 
 





偏差   係数 t 値 
製造に関連する従業員数 0.549 2.52* 4.821 1.197 
上場企業ダミー -1.192 -2.31** 0.302 0.462 
工場の労働集約度 -11.573 -0.85 0.016 0.016 
作業の自動化ダミー 0.494 0.71 0.361 0.483 






R2 0.158   
adj_R2 0.097 
有効回答のうち，原価計算をしていないなどの理由で排除されたサンプルがあり，n=84。***, p<0.01; **, 







以上の自動化項目を回答した工場を 1，それ以外を 0 としている。分散拡大係数は最高で 1.33 であり，多
重共線性の問題は回避されているといえる。 
 









 3.2 選択された事例とその分析方法 
 対象事例は，近畿圏にある食品の製造及び販売を行う年商およそ 100 億円の株式会社 A
社（仮名）である。事業所と食品工場があり，また，親会社が経営する各地の小売店内に B
惣菜店を経営している。工場ではおおよそ 200 人程度の従業員が作業に従事しており，交
代制により 24 時間の操業が実施されている。 
 調査は，フィールドスタディによって進めた。主な調査方法としては，インタビュー，
グループインタビュー，社内資料の閲覧，参与観察といった方法がとられた。2009 年の 10























 3.3 事例における管理システムの構築と原価計算 



















































社 B 工場が予測値から乖離したものと考えた。 
 1 つ目の要因は，原価計算の知識移転におけるゲートキーパーの不在である。原価計算の
知識は，他の経営管理の知識と比較して，外部から移転されなければ自発的に生成しにく






                                            
6 経営組織における知識移転の際に，「ゲートキーパー」や「トランスフォーマー」が果たす役割は，原田
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 2 つ目の要因は，A 社には価格決定権が比較的尐ない，というものである。弁当や惣菜の
場合，市場価格が固定的であるため，原価を積み上げて販売価格を決定する，という行為
が行われにくい。結果として，製品原価を精緻に計算する動機は薄れたものと考えられる。 




























                                                                                                                                
(1999)に詳しい。参照されたい。 
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